
(単位：百万円)

(単位：百万円)

※下記の条件により作成しています。

(単位：百万円)

(単位：百万円)

60,436 本年度末純資産残高 47,626

47,626

60,436負債及び純資産合計

[純資産の部]

4,518

その他 135

うち現金預金 837 ・現在までの世代が既に負担し支払
が済んでいる正味の資産

 流動資産  流動負債 2,086

・翌年度返済予定の地方債など

▲ 160

・道路、公園、学校、庁舎など

・経常費用と経常収益の差で、町税や
地方交付税などの一般財源や補助金な
どでまかなう必要がある費用

▲ 11,543

340 使用料・手数料、その他

本年度純資産変動額 ▲ 175

4,794

 その他の業務費用 115

11,417

純行政コスト 11,543

純行政コスト（▲）

前年度末純資産残高 47,801

・国県等補助金

経常収益

前年度末資金残高 997

・使用料・手数料、雑入など

資産合計

行政コスト計算書

▲ 495

4,891

財務書類は、町の財政状況について資産や負債のストック情報、減価償却を含むコ
スト情報、資金収支のキャッシュフロー情報などが分かるよう、企業会計的な手法によ
り表したもので、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収
支計算書」の4表から構成されます。
　平成28年度決算に基づく普通会計財務書類の概要は次のとおりです。

11,757

 (内訳)

平成28年度
越前町普通会計財務書類4表の概要

町の1年間の行政活動に伴う資金の利用状況や
出入りについて、性質の異なる3つの区分に分け
て表した財務書類です。

[財務活動収支]

資金収支計算書

経常費用

・職員の給与、退職手当など

 物件費等

・建設事業など資産の形成にかかる収支

▲ 938

貸借対照表

・地方債、職員退職金の将来負担な
ど

55,918

 (内訳)

・借金や職員の退職金など将来の
世代が負担する債務

 固定負債 10,724

　町の行政活動は、人的サービスや給付
サービスなどの行政サービスが大きな割
合を占めています。
　1年間でこのような行政サービスにかかっ
た経費（経常費用）と、その行政サービス
の直接の対価として得られた使用料など
の収入（経常収益）を対比した財務書類で
す。

臨時損失

臨時利益

126

0

・基金積立や借金返済など投資・財務的な収支

・人件費や社会保障給付など経常的な行政活
動による資金収支

[業務活動収支] 1,273

[投資活動収支]

財源 11,233

837

・社会保障給付、他会計や他団体への
繰出金、補助金など

［移転費用］

純資産変動計算書

・１年間の行政サービスにかかる費用

60,436

　町がこれまでに整備してきた道路、公園、学校、庁舎などの施設や町が有す
る現金預金、借金残高などをどのくらい保有しているかについて表した財務書
類です。平成28年度末時点での資産、負債、純資産を総括的に対照表示する
ことで、これまでの現金主義では分からなかったストック情報を把握することが
できます。

・基金、出資金、長期延滞債権など

・現金預金、税未収金など

・普通会計財務書類は、「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示された総務省に
よる「統一的な基準による地方公会計マニュアル」の作成要領に基づき作成していま
す。
・作成に係る基礎数値は、「地方財政状況調査表」、「歳入歳出決算書」の数値を用い
ています。
・普通会計の対象会計は、一般会計、温泉事業特別会計、農林漁業体験実習館事業
特別会計、土地区画整理事業特別会計です。

・町が行政サービスを提供するため
に所有する財産

 (内訳)

[資産の部]

・借金の利息分など本年度末資金残高

 人件費 1,957

・行政サービスを利用された方が直接負
担する使用料などの収入

340

・税収（地方税・地方交付税など）

[業務費用]

 固定資産

12,810[負債の部]

純経常行政コスト

・消耗品の購入、施設の修繕費用、減
価償却費など

貸借対照表の純資産が1年間でどのように変動
したかを表した財務書類です。

本年度資金収支額

※表示単位未満を四捨五入しており、合計などが一致しない場合があります。



◆住民一人当たり資産額

◆住民一人当たり負債額

◆歳入額対資産比率 　

◆住民一人当たり行政コスト

◆有形固定資産減価償却率

◆行政コスト対税収等比率

◆社会資本形成の世代間負担比率

◆受益者負担比率

受益者負担比率将来世代負担比率

平均的な値

300～2,000

【算出式】　純行政コスト÷住民基本台帳人口

　行政コストに対して地方税・地方交付税など一般財源等がどれだけ充当されているかを算出
することにより、町がインフラ整備や施設の建設といった資産形成を行う財政的余裕度がどれだ
けあるかをみることができます。

行政コスト対税収等比率 102.8 101.3 1.5

平均的な値増減

(単位：千円)

90～110

(単位：％)

576

519

(単位：％)【算出式】　経常収益÷純経常行政コスト×100

28年度

28年度 27年度

609 ▲ 90

増減

1.1

4.7 ▲ 0.4 3.0～7.0

平均的な値

平均的な値

35～5057.9

 ② 「世代間公平性」…将来世代とこれまでの世代との分担は適切か

純資産比率

(単位：％)

歳入額対資産比率

　貸借対照表の資産、負債及び純資産の対比によって、資産形成における将来世代と現世代ま
での負担のバランスが適切に保たれているか、どのように推移しているのかをみることができま
す。将来世代負担比率が低いほど将来の負担は少なくなりますが、公共資産の整備がこれまで
の世代の負担に偏っていると世代間で不公平が生じるため、適切なバランスが必要です。

28年度 27年度

【算出式】　純行政コスト÷財源×100

⑥ 「自律性」…受益者負担の水準はどうなっているか

有形固定資産減価償却率

200～900

　行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額
であるので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の
割合をみることができます。

【算出式】　純資産比率 ： 純資産合計÷資産合計×100
　　　　　　  将来世代負担比率 ：
　　　　　　　　地方債合計÷（有形固定資産合計＋無形固定資産合計）×100

16.5 0.0 15～40

82.4 ▲ 3.6 50～90

16.5 2～8

28年度

78.8

27年度 増減

⑤ 「弾力性」…資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか　

59.0

増減

3.0 2.7 0.3

28年度 27年度

28年度

4.3

(単位：％)

【算出式】　減価償却累計額
　　　　　　　　÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×100

28年度

　貸借対照表の有形固定資産のうち、土地以外の償却資産が耐用年数に比して取得からどの
程度経過しているのかをみることができます。
　この比率が高い場合は、施設の老朽化が進んでいる可能性があり、近い将来に維持更新の
費用が必要になると考えられます。

(単位：年)

27年度 平均的な値

17559

　行政コストを住民一人当たりの金額に置きなおしたものです。類似団体と比較したとき、行政活
動の効率性を度合いををみることができます。

27年度

④ 「効率性」…行政サービスは効率的に提供されているか

住民一人当たり負債額

住民一人当たり行政コスト

27年度

　これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかをみることができ、
町の資産形成の度合いを示すことができます。

【算出式】　資産合計÷歳入総額

増減

平均的な値増減

平均的な値増減

(単位：千円)

③ 「持続可能性（健全性）」…財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）

【算出式】　資産合計÷住民基本台帳人口 (単位：千円)

平成28年度
越前町普通会計財務書類から分かること

(財務書類分析)

　貸借対照表の負債合計を住民一人当たりの金額に置きなおしたものです。増減

　貸借対照表の資産合計を住民一人当たりの金額に置きなおしたものです。

27年度

① 「資産形成度」…将来世代に残る資産はどのくらいあるか

▲ 467 1,000～4,0002,715

平均的な値28年度

住民一人当たり資産額 3,182

＜特徴＞
・平成28年度決算に基づく普通会計財務書類により算出され、町の財政状況が分析できる数値は、下
記のとおりです。
・有形固定資産減価償却率の数値は、若干高い傾向にあり、前年度に比べわずかながら上昇していま
す。このため、今後、維持更新費用が財政の大きな負担となる可能性があり注意が必要です。
・住民一人当たり負債額、将来世代負担比率といった地方債（借金）残高に関係する数値は、前年度に
比べ若干の増加もしくは増減なしとなっているものの、少子高齢化などによる将来世代の減少を考慮
すると、地方債の繰り上げ返済や計画的な発行などによる将来負担の軽減が必要です。

【算出式】　負債合計÷住民基本台帳人口



(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

・経常費用と経常収益の差で、町税や
地方交付税などの一般財源や補助金な
どでまかなう必要がある費用資産合計 65,134

[純資産の部] 43,541 その他 134

負債及び純資産合計 65,134 本年度末純資産残高 43,541

純行政コスト 15,149

町には、普通会計のほか、保険、上下水道、病院などの特別会計や企業会計があり
ます。

普通会計とこのような特別会計や企業会計を一つの行政サービス主体とみなし、そ
の財務状況を連結してストック情報、コスト情報、キャッシュフロー情報などが分かるよ
うにしたものが地方公共団体全体（越前町全体）の財務書類です。

うち現金預金 1,192 ・現在までの世代が既に負担し支払
が済んでいる正味の資産

本年度純資産変動額 501

　連結対象会計における1年間の行政活動による
資金の出入りを性質の異なる3つの区分に分けて
表した財務書類です。

公共下水道事業特別会計

※各会計間での取引（繰出金・負担金など）は、相殺消去しています。

　連結対象会計を一つの行政サービス主体とみなし、その財務状況を連結して
平成28年度末時点での資産、負債、純資産を総括的に対照表示した財務書類
です。

地方公共団体全体(越前町全体)
貸借対照表

　＜連結対象会計＞

集落排水事業特別会計

上水道事業会計農林漁業体験実習館事業特別会計 後期高齢者医療事業特別会計

・現金預金、税未収金など ・翌年度返済予定の地方債など

・道路、公園、学校、庁舎など ・地方債、職員退職金の将来負担な
ど

臨時利益 0

 流動資産 4,901  流動負債 2,124 ・税収（地方税・地方交付税など）

・国県等補助金

臨時損失 126

・基金、出資金、長期延滞債権など 財源 15,516

 (内訳)  (内訳) ・使用料・手数料、雑入など

 固定資産 60,233  固定負債 19,469 純行政コスト（▲） ▲ 15,149
純経常行政コスト 15,023

地方公共団体全体(越前町全体)
純資産変動計算書

前年度末資金残高 1,338
本年度末資金残高 1,192

・町が行政サービスを提供するため
に所有する財産

・借金や職員の退職金など将来の
世代が負担する債務 前年度末純資産残高 43,040

連結対象会計において貸借対照表の純資産が1年
間でどのように変動したかを表した財務書類です。[資産の部] 65,134 [負債の部] 21,593

15,982
[投資活動収支] ▲ 1,166 ・１年間の行政サービスにかかる費用

・建設事業など資産の形成にかかる収支
 (内訳)

[業務費用]

[財務活動収支]
国民健康保険病院事業会計

平成28年度
地方公共団体全体(越前町全体)財務書類4表の概要

地方公共団体全体(越前町全体)
資金収支計算書

[業務活動収支] 2,176

・人件費や社会保障給付など経常的な行政活
動による資金収支 経常費用

▲ 1,156

・基金積立や借金返済など投資・財務的な収支

本年度資金収支額 ▲ 146

地方公共団体全体(越前町全体)
行政コスト計算書

　連結対象会計において1年間で人的サー
ビスや給付サービスなどの行政サービス
にかかった経費（経常行政コスト）と、その
行政サービスの直接の対価として得られた
使用料、保険料、事業収益などの収入（経
常収益）を対比した財務書類です。

土地区画整理事業特別会計 簡易水道事業特別会計

一般会計 国民健康保険事業特別会計

温泉事業特別会計 介護保険事業特別会計

 人件費 2,029

・職員の給与、退職手当など

 物件費等 5,465

・消耗品の購入、施設の修繕費用、減
価償却費など

 その他の業務費用 304

・借金の利息分など

・社会保障給付、他会計や他団体への
繰出金、補助金など

経常収益 959

・行政サービスを利用された方が直接負
担する使用料などの収入

 使用料・手数料、その他 959

［移転費用］ 8,184

普通会計

地方公共団体全体（越前町全体）

※表示単位未満を四捨五入しており、合計などが一致しない場合があります。



◆住民一人当たり資産額

◆住民一人当たり行政コスト

◆歳入額対資産比率 　

◆行政コスト対税収等比率

◆社会資本形成の世代間負担比率

◆受益者負担比率

◆住民一人当たり負債額 ▲ 17.0 2～8

③ 「持続可能性（健全性）」…財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）

　貸借対照表の負債合計を住民一人当たりの金額に置きなおしたものです。

【算出式】　負債合計÷住民基本台帳人口 (単位：千円)

27年度 増減 平均的な値

受益者負担比率 6.4

28年度

23.4

【算出式】　経常収益÷純経常行政コスト×100

将来世代負担比率 31.0 21.8 9.2 15～40

　行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額
であるので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の
割合をみることができます。
　普通会計よりも比率が高いのは、対象に含む特別会計の収支構造が受益者負担を原則として
いるからです。

(単位：％)

純資産比率 66.8 78.0 ▲ 11.2 50～90

平均的な値

住民一人当たり負債額 970 987

【算出式】　純資産比率 ： 純資産合計÷資産合計×100
　　　　　　  将来世代負担比率 ：
　　　　　　　　地方債合計÷（有形固定資産合計＋無形固定資産合計）×100

(単位：％)

28年度 27年度 増減 平均的な値

▲ 17 300～2,000

28年度 27年度 増減

　貸借対照表の資産、負債及び純資産の対比によって、資産形成における将来世代と現世代ま
での負担のバランスが適切に保たれているか、どのように推移しているのかをみることができま
す。将来世代負担比率が低いほど将来の負担は少なくなりますが、公共資産の整備がこれまで
の世代の負担に偏っていると世代間で不公平が生じるため、適切なバランスが必要です。 ⑥ 「自律性」…受益者負担の水準はどうなっているか

【算出式】　純行政コスト÷財源×100 (単位：％) ② 「世代間公平性」…将来世代とこれまでの世代との分担は適切か

28年度 27年度 増減 平均的な値

行政コスト対税収等比率 97.6 98.3 ▲ 0.7 90～110

　行政コストに対して地方税・地方交付税など一般財源等がどれだけ充当されているかを算出
することにより、町がインフラ整備や施設の建設といった資産形成を行う財政的余裕度がどれだ
けあるかをみることができます。

住民一人当たり行政コスト 681 609 72 200～900

⑤ 「弾力性」…資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか　
　これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかをみることができ、
町の資産形成の度合いを示すことができます。

住民一人当たり資産額 2,926 4,480 【算出式】　純行政コスト÷住民基本台帳人口

28年度 27年度 増減 平均的な値

▲ 1,554 1,000～4,000 (単位：千円)

【算出式】　資産合計÷歳入総額 (単位：年)

28年度 27年度 増減 平均的な値

歳入額対資産比率 3.4 4.0 ▲ 0.6 3.0～7.0

平成28年度
地方公共団体全体(越前町全体)財務書類から分かること

(財務書類分析)

＜特徴＞
・平成28年度決算に基づく地方公共団体全体（越前町全体）財務書類により算出され、町の財政状況
が分析できる数値は、下記のとおりです。
・住民一人当たり資産額・負債額は、上・下水道といった大型インフラ設備の資産形成があるため、普
通会計に比べ数値が大きくなります。
・住民一人当たり負債額、将来世代負担比率といった地方債（借金）残高に関係する数値は、平均的な
値であるものの、少子高齢化などによる将来世代の減少を考慮すると、地方債の繰り上げ返済や計画
的な発行などによる将来負担の軽減が必要です。

① 「資産形成度」…将来世代に残る資産はどのくらいあるか

　貸借対照表の資産合計を住民一人当たりの金額に置きなおしたものです。

【算出式】　資産合計÷住民基本台帳人口 (単位：千円)

④ 「効率性」…行政サービスは効率的に提供されているか

28年度 27年度 増減 平均的な値

　行政コストを住民一人当たりの金額に置きなおしたものです。類似団体と比較したとき、行政活
動の効率性を度合いををみることができます。


